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2013年にG8科学大臣会合において研究データのオープン化を確約する共同声明が調印されて

から，「オープンサイエンス」という標語による施策が，各国で展開されるようになっている．一方で，

その標語の概念が広く曖昧であるためか，アカデミアにおいてこの考え方は十分に浸透していない．

大学等学術機関についても，これについてどこまで対応すべきなのかが明確に理解されていない． 

ここでは，オープンサイエンスを３の大分類，10の小項目に分け，それぞれの項目についてアカ

デミアの受容可能性と大学等としての対応を検討し，オープンサイエンスを進めていく上での大学等

の役割と課題を考察した．大学等は公的研究資金を得た研究成果の公開や研究不正に対応した研

究データ保存といった義務化に対応するだけでなく，オープンサイエンスに関わる啓蒙・普及活動と

環境整備を機関内で進め，学術が新たな次元に移行していることへの対応を図ることが肝要と考え

られる． 

 

Policy measures under the term Open Science are proliferating since the joint statement by the G8 
Science Ministers on open scientific research data and research publications in 2013. However, the 
term and the idea of Open Science has not really penetrated into researcher’s mind. Academic 
institutions such as universities are also indecisive in actions to take on the new movement of Open 
Science. 

In this paper, “Open Science” is categorized into three large and ten small categories, and the 
perceptions of the academia and the possible universities’ actions are examined for each category. 
Summarizing the analysis, the role of universities in promoting the idea of Open Science is discussed. 
It concludes that it is desirable for universities not to action merely on the mandates of funding 
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agencies on sharing research outputs but to try to adapt the university to the new research paradigm of 
Open Science by advocating the academics within the university and by providing the necessary 
environment. 
 
キーワード: オープンサイエンス, サイエンス2.0，オープンアクセス，研究データ管理，データ集中科学，市民

科学，大学運営，研究力，研究パラダイム，研究公正、研究再現性 

Open Science, Science 2.0, open access, research data management, data-intensive science, citizen science, 

university management, research competitiveness, research paradigm, research integrity, research reproducibility 

 

1 はじめに 

オープンサイエンスが花盛りである．国

内では，2013年にG8科学大臣会合において

研究データのオープン化を確約する共同

声明[1]が調印されてから，2015年の内閣

府のオープンサイエンスに関わる報告書

[2]を皮切りに，2016年以降，第5期科学技

術基本計画[3]や科学技術・学術審議会 学

術分科会 学術情報委員会の審議まとめ

[4]，科学技術イノベーション総合戦略

2017[5]にオープンサイエンスが言及され，

日本学術会議からもオープンサイエンス

に関わる報告書[6]が提出された． 

 海外を見渡すと，さらに古くから，ま

た概念的にも幅広く，オープンサイエンス

に関わる取り組みが進行している．公的研

究資金を得た研究成果は公開していくべ

きという，最も強制力と実体を伴うオープ

ンサイエンスの取り組みについては，米国

国立衛生研究所（NIH）が2003年にすでに

データシェアリング・ポリシーと実施のガ

イドラインを施行[7]し，その考え方が経

済協力開発機構（OECD）[8]や英国研究会

議（RCUK）[9]，ドイツ[10][11]，豪州[12]，

そしてEUのHorizon2020[13]などに広がっ

ている． 

より理念的な意味で，ただし多発する研

究不正に対応して研究の透明性を向上さ

せるという観点からは，英国王立協会が

2012年に，”Science as an open enterprise

（オープンな事業体としての科学）”とい

う，世界的なオープンサイエンスの取り組

み拡大に対して極めて大きな影響力をも

った報告書を発表した[14]． 

これは通称Climategateと呼ばれる，

2009年に起きた気候研究ユニット・メール

流出事件に端を発する．地球の気候変動に

関わるデータを保有し研究を行っていた

イースト・アングリア大学気候研究ユニッ

トのメールシステムがクラッキングされ，

同ユニットの研究による「地球温暖化が進

行している」という説が，ねつ造されたデ

ータに基づくという疑惑が浮上したので

ある．他方，調査委員会が事実確認のため

に同大学にデータの提出を求めたところ，

同大学は競争相手の手にデータが渡るこ

とへの懸念を理由に，データの提出を拒否

した．しかし，科学は本来，データにより

他の研究者が追証可能なものを科学と呼

ぶ．エビデンスのない説は，単なる流言で

ある．この事件は，同大学から最終的には

提供されたデータにより，データのねつ造

という事実はなかったということで一件

落着となったが，一方で，英国王立協会が

科学のあり方を問い直し，上記の報告書を
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草稿する契機となった．その後，この報告

書とほぼ同じ内容の報告書が４つの国際

学術機関からの連名で発表された[15]． 

オープンサイエンスはこうした研究公

正の観点からだけでなく，学術の進展に寄

与するという観点からも追求されている．

一つには，分野に依らず，研究者が扱うデ

ータの規模が飛躍的に拡大したことによ

る．実験や観測等の計測機器からは細かい

サンプリングレートでデータが出力され，

また人文系でもデジタルヒュマニティー

ズなどのアプローチが生まれ，社会科学で

も大規模な社会調査がなされるなど，あら

ゆる分野で大規模データに基づくアプロ

ーチがなされるようになっている．このた

め学問は現在，経験科学から理論化学，計

算機科学を経て「データ集中科学」という，

第四のパラダイムに移行していると言わ

れている[16]．国家的にも，情報科学以外

の分野の研究者がデータを自在に扱える

環境整備やスキル開発が，国際競争力を維

持，向上させる上で肝要と認識され，各種

の施策が展開されている．同時に，こうし

たデータが研究者間で共有され，より大規

模なデータ解析が可能となることにより，

新たな知見が生まれことも期待されてい

る． 

もう一つには，学術界と社会との垣根が

低くなってきたことによる．大学進学率の

拡大とともに，社会においてもデータ解析

などをできる人材が拡大した．データがオ

ープンに提供されれば，社会でもこれを活

用し役立てることが期待できる．このため

欧州や各国の施策には，オープンサイエン

スによる産業上のイノベーション創出に

言及がある場合が多い．また社会でデータ

を利用しないまでも，アカデミアによる社

会的課題解決への要求が増し，社会とアカ

デミアが協働する機会も増えた．こうした

協働作業はインターネット上のプラット

フォームで，データやファイル等の情報を

共有し，コミュニケーションを図りながら

進展する．社会に対してもオープンな科学

という意味での，オープンサイエンスであ

る．なお，こうした社会の課題解決におけ

る協働の一歩手前の段階で，市民の手を借

りて科学を行うという「市民科学」の取り

組みも行われている[17]． 

オープンサイエンスはこのように，デジ

タル時代に鑑み，多くのデータや関連の研

究資料が共有可能となり，また人々の協働

可能性がインターネットを通じて飛躍的

に拡大したことから可能となる，「新たな

学術のあり方」を見いだそうとする取り組

みであり，欧州ではこれをScience 2.0と

も一時期呼んでいた[18]． 

さて，オープンサイエンスに対してはこ

のように幅広い期待が，主に政府等行政サ

イドからもたれているが，アカデミアは実

際には，この問題に無関心である．オープ

ンサイエンスという用語を聞いたことも

ないという研究者がほとんどであるし，こ

れを説明しても，何が求められているのか，

行政が何をしたいのか，理解できない場合

が多い．しかし学術はアカデミアにより担

われているため，アカデミア抜きでこの議

論を進めることはできないはずである． 

本小論では，アカデミアがどのような点

でオープンサイエンスに向けての動きを

受容できないのか，どのようにすればオー

プンサイエンスに向けて前進ができるの

か，大学等としてどのような対応がありう

るのかについて，検討をする． 
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2 オープンサイエンスとは 

―その段階的理解 

アカデミアによるオープンサイエンス

の受容可能性を検討するといっても，まず

はオープンサイエンスとは何か，何を受容

させたいと考えているのかを明確にする

必要がある．第一節で紹介したように，オ

ープンサイエンスとは極めて広い概念で

あり，どの側面を対象とするかによって，

アカデミアの受容可能性やこれへのアプ

ローチは異なる． 

以下に，オープンサイエンスの概念を，

段階をおって分解し，それらごとに，アカ

デミアにおける受容可能性と大学等によ

る対応を次節で検討する． 

A．研究成果や研究資料の公開・共有 

(1) 公的研究資金を得た研究成果の公

開義務化 

オープンサイエンスの推進に関して，最も

強制力および実体をもって進められているの

が，公的研究資金を得た研究成果の公開義

務化である．アカデミアによる研究活動は多く

の場合，国からの研究助成により支えられて

おり，その資金の元を辿ると国民の税金に行

き着く．国民の税金で得られた研究成果を，

国民から閉ざしておいて良いのかという議論

があり，これを公開していくという流れとなった．

具体的には研究助成金を配分する研究助成

機関が，研究助成を通じて得られた研究成果

について，公開の義務化を求めている．公的

研究資金を得た研究成果の公開はさらに二

つに分かれる．A）学術論文の公開と，B）研究

データの公開である． 

A）公的研究資金を得て生み出された学術

論文の公開義務化は，国や助成機関によりそ

の強制力が大きく異なる．米国国立衛生研究

所（NIH）などでは，学術論文を公開するプラ

ットフォームPubMedを用意し，学術論文が出

版される商用出版社との調整も行い，学術論

文の公開を進めている．これに対して日本で

は，日本学術振興会（JSPS）は学術論文の公

開を推奨[19]、科学技術振興機構（JST）は原

則公開としているだけで，強制力は働かせて

いない[20]．なおNIHのように公開義務化が明

記されていても実際には，学術論文がどの研

究助成により得られたものかが曖昧であること

もあり，学術論文のオープンアクセス比率は

十分に高いとは言えないようである． 

B）公的研究資金により得られた研究デー

タについては，各国助成機関が対応を徐々に

強化する過程にある．現状では，研究データ

の公開義務化を求めている助成機関はなく，

データ管理計画（Data Management Plan, 

DMP）と呼ばれる計画の提出を，研究助成申

請時に，あるいは採択確定後に求めている程

度である．日本では，JSTが特定の助成プログ

ラムにおいて試行的にDMPを求めている程度

で，一般にはDMPすら求められていない． 

DMPでは，当該研究において１）どのような

データを取得予定か，２）どのようなファイルお

よびデータフォーマットか，３）データのアクセ

スおよび共有方針はどのようなものか，４）デ

ータやその派生物の再利用や再配布方法は

どのようなものか（公開期日，公開場所等），

５）データの長期保存の方法はどうかについ

て，記述することが求められる[21]．同時に，

提出したDMPに則った研究データの管理が

求められているが，現状ではそのモニタリング

は行われておらず，研究者レベルでどの程度

実施されているのかは不明である． 

(2) エビデンスデータの保存 

研究不正が多発し，学術研究に対する信
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頼が揺らいできたこともあり，社会から，またア

カデミア内発的にも，学術論文の元となった

エビデンスデータや，研究過程で取得された

データや関連の研究資料を，保存・公開する

か，もしくは求めに応じて提出可能とする動き

が生まれている．たとえば日本学術会議が

2015年にまとめた「科学研究における健全性

の向上について」においては，研究者として

わきまえるべき基本的な注意義務として「研究

資料の保存」を主要な項目として挙げ，その

なかで資料（文書，数値データ，画像など）の

保存期間を原則10年としている[22]．国内各

大学においては，この報告に基づき学内規則

を制定し，研究資料が10年間保存されるよう

にしている． 

同時に学術雑誌によっては，学術論文の

元となったエビデンスデータをサプリメントとし

て提出することを求めている．これらサプリメン

トは，出版社が提供するインターネット上のプ

ラットフォームにアップロードされる場合もあれ

ば，機関リポジトリやネット上の一般のデータ・

リポジトリなど，任意のリポジトリにて公開され

る場合もある．また学術雑誌の査読ポリシーと

して，エビデンスデータの提出がないものは

査読をしないといった厳格な運用をする学術

雑誌もある． 

(3) アカデミアによる研究成果のオープン

アクセス化 

これは学術論文や研究データをオープン

にするという意味においては，(1)や(2)と同じこ

とであるが，ここではアカデミアが自ら進んで

研究成果を公開していく場合を検討する．こ

れについても(1)と同様，A）学術論文と，B）研

究データとに分けて考える． 

A）学術論文を他の研究者と共有することに

ついて，研究者は一般に，極めて前向きであ

る．自分の研究の成果は人に知ってもらいた

いし，知ってもらうことにより自分の研究に対

する評価も定まってくるからである．共同研究

などにつながる可能性も出てくる．このため学

術論文は，Research Gateなどのアカデミアの

SNSやプレプリントサーバーなどで，自由に共

有されている． 

これに対して学術論文の公開，共有を妨げ

ているのは実は研究者ではなく，出版社であ

る．出版社は，学術雑誌の購読料というかた

ちで収益を得ているため，学術論文がオープ

ンに共有されると，死活問題に関わる．近年，

学術論文へのオープンアクセス・オプションを

有償で設け，学術論文を公開できるようにもし

ているが，全ての論文をオープンにすることに

は出版社側において根強い抵抗がある．なお

研究者がResearch Gateなどで学術論文を共

有するのは，著作権違反である．研究者が学

術論文を公開して良いとしたら，「著者最終

稿」と呼ばれる，出版社により編集を受ける前

の最終段階の文書を，こうしたサイトや，研究

者の所属する機関リポジトリなどにて公開する

ことである． 

商用出版社の存在により，学術論文がアカ

デミア内で十分に流通せず，特に予算規模の

小さい機関や開発途上国の研究者の，学術

論文へのアクセスを奪われていることに対抗し

て，オープンアクセスジャーナルを出版（gold 

OA）したり，機関リポジトリに著者最終稿を積

極的に登録（green OA）したりしていくというオ

ープンアクセス運動が2000年ごろから，一部

の問題意識の高いアカデミア等により繰り広

げられている．しかし一般の研究者はこうした

商用出版社の問題を十分に認識していない．

むしろ，権威ある学術雑誌がこれら商用出版

社から出版されていることもあり，こうした商用

出版社に論文を投稿することが望ましいと考
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えている． 

B）一方，研究データを公開，共有するとな

ると，研究者は一般に，学術論文の場合の対

応とは打って変わって，防衛的になる．研究

データは，自身が学術論文を生み出すため

の種であり，これを他の研究者に取られること

は，研究成果もその研究者に渡るということを

意味する．自分が学術論文を執筆してしまっ

た後であれば共有しても良いという考え方もあ

りうるが，研究データが取得されるまでには多

大な時間と労力を要していることが多く，それ

にもかかわらず自分ができる限りの研究成果

をそのデータから生み出さなかったことに対し

て，悔いが残る．同時に，当該データの正し

い利用の仕方は，データを取得した自分にし

か分からないという自負が，研究者には一般

にある．データの取得条件や計測機器の特性，

それに基づく適切なデータ処理の方法などは，

データ解析のノウハウの一つであり，また他の

研究者に十分に説明できるものでも，一般に

はない． 

しかし研究者が研究データを全く共有しな

いというわけではない．当該分野の発展のた

めに，たとえばゲノムデータや地球科学・天文

のデータ，古典籍などのデータは，分野のデ

ータベースとして整備され，共有されている．

また研究者個人の管理するデータであっても，

個人的に問合せを受け，相手の研究者が信

頼できると判断されれば，データは共有され

る． 

(4) 研究プロセスのオープン化と共有 

オープンサイエンスには明確な定義はなく，

いくつかの事項の総称である，という考え方が

ある[23]．それら事項のなかには，オープンソ

ース，オープンコード，オープンアノテーショ

ン，オープンラボブック，オープンワークフロ

ー，プレプリント，サイエンスブログなどが並ぶ．

これらの多くは，研究の過程で生成される研

究資料を広く共有し，アカデミア等において

広く役立てることを意図する． 

これらの公開は，助成機関や説明責任とい

った強制力が働くわけではないため，自由意

志に基づくものである．また，こうした活動があ

るということは，これに共感する研究者があると

いうことの証左でもある．一方で，オープンソ

ースとオープンコード，プレプリント以外につ

いては，目立った活動は少なく，それほど進

んではいないとも理解される． 

B．新たな学術の次元の追求 

(5) データ集中科学への対応 

データ集中科学は，あらゆる学問分野にお

いて，従来以上に大規模なデータを扱うよう

になったことに鑑み，情報科学以外の分野を

本来，中心的に考えるべきである．しかし実際

には，データサイエンティストの養成やビッグ

データ，人工知能等における研究開発など，

情報科学分野もしくはその専門職域を対象と

した取り組みが進んでいる．また，情報科学以

外の研究者の多くは，「データ集中科学」や

「第四のパラダイム」と言っても聞いたことがな

く，また自分の分野には関係のないことである

と思っている． 

他方，あらゆる学問分野で，従来以上に大

規模なデータを扱うようになっているのは事実

であり，またそれら情報科学以外の研究者自

身も，大規模データの処理が自分の手に負え

ないと感じている場合が多い．学問分野ごと

にデータベースや解析ツールを整備する取り

組みがなされていても，そうしたデータベース

担当者も少ない予算と人手，そして一方では

加速的に増えるデータや情報セキュリティ等

への対応で，疲弊している場合が多い． 
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欧州ではこの点の環境整備をすることが，

科学技術力の向上に不可欠との認識から，研

究者の研究プラットフォームとなるe-インフラを，

整備しつつある． 

 (6) 学問の加速と，異分野との協働 

オープンサイエンスでは，研究データやそ

の他の研究資料が公開・共有されることにより，

学問の進展と，学際領域研究等異分野との協

働が進むと期待されている． 

これまでの研究は，研究者が自身の研究

関心に応じて，必要なデータを収集・生成・解

析し，研究関心に沿って考察をし，学術論文

としてまとめ，自身の研究成果としていた．研

究関心に一貫とした筋が通っており，優れた

研究成果が得られるが，一方で，当該研究者

のキャパシティに依存してしまうため，大規模

なデータを取得することは難しく，仮説の検証

も限定された範囲内に留まってしまうことも多

かった．ラボ内や同じ研究領域の研究グルー

プ，あるいは国際共同研究を通して，規模の

大きめな研究をすることは従前から行われて

いるが，それでもやはり，同じ研究関心を有す

る研究者に限定すると，それほど大規模なデ

ータ収集ができるわけではない． 

これに対して，あらゆる研究者の取得した

研究データが全て公開されていれば，それら

をつなぎ合わせて，大規模なデータに基づい

た，新たな研究が生まれる可能性がある．世

の中には，対象が異なるだけで類似の手法で

計測を行ったデータが多数ある．無論，研究

データは，研究目的や研究者に応じて，計測

手法や精度，精密さなどの取得条件が異なり，

厳密な研究者にとっては特に，このように複数

の取得源からなるデータをつなぎ合わせるこ

とは，受け入れがたいことが多い．しかし一方

で，前述のように，一つの研究グループに依

存していては，こうした大規模解析はできない

ため，そうした精度とはトレードオフの関係で，

こうした大規模解析は試みられて良いと考え

られる． 

こうした複数の研究データを組み合わせる

ことへの期待は，学際領域研究に特に強い．

研究者一人で，複数分野のデータの取得方

法を自身で習得し，データを取得していられ

ないからである．一方で，それぞれの分野で

研究データを取得している研究者からみれば，

データを提供したことにより自身の研究領域

が脅かされるということはないとは言うものの，

研究データを提供したことで，自身の研究や

研究領域が伸張するといったメリットがないた

め，敢えて研究データを公開・提供しようとい

ったインセンティブが少ない．研究データを提

供するには，分かりやすい説明の付与や最低

限のデータ・クリーニングなど，時間と労力が

必要であるため，データの提供は滞りがちで

ある． 

(7) 新たな学術評価方法の形成 

オープンサイエンスでは，オープン査読や

カスケード査読，Altmetrics，そして研究デー

タ出版や研究データを生成したことへの評価

など，新たな学術評価方法も，模索されてい

る．これらには，いくつかの背景要因がある． 

一つには，投稿される論文数が膨大となり，

査読が追いつかなくなったことから，初めにな

された査読を，却下された論文については次

ぎの雑誌に引き継げるようにしたり（カスケード

査読），査読をしてから論文を出版していると

時間がかかることから，論文投稿直後からイン

ターネット上で公開してしまい，それを読んだ

研究者がコメントを付していくという仕組みとし

たり（オープン査読），あるいはSNS等における

言及を評価としてカウントしていくなど
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（Altmetrics）が検討されている． 

これらは，査読者といっても，たまたまエデ

ィターに声を掛けられただけであり，投稿され

た論文の内容についての専門家であるとは必

ずしも限らないということへの問題意識や，研

究不正等が多発したことにより，査読自体も透

明性をもってなされるべきであるという考え方，

また近年は学術論文の評価として，学術進展

上の意義だけでなく，社会へのインパクトも評

価すべきであるといった考え方などを，背景と

している． 

同時に，狭い意味でのオープンサイエンス

である研究データの公開・共有がなかなか進

まないことに業を煮やし，研究者にデータ公

開のインセンティブを与える手段として，研究

データの出版や，研究データを取得したこと

を評価しようといった試みが，主に助成機関

や出版社，大学図書館などのオープンサイエ

ンス推進者からなされている．これまで研究者

は，学術論文のみで評価されていたが，学問

の進展において実際に重要なのは，その取

得されたデータであり，それを評価していこう

という考え方である．現在，複数の出版社から

「データジャーナル」と呼ばれる，取得したデ

ータの取得条件や内容，公開場所やアクセス

方法を記した「データ論文」を投稿できる学術

雑誌が創刊されており，ここに投稿されたデ

ータ論文は引用もされる． 

研究の素となる研究データを評価していこ

うという試みは，これまで十分に評価されてこ

なかったデータ取得者に日を当てられるという

意味で，意義深いことではある．しかし一方で，

研究評価というのは，当該研究領域の研究者

の考え方や価値観に基づき，歴史的に形成さ

れており，そこでは研究論文で研究者を評価

するという考え方が根強い．また実際に，研究

者の腕の見せ所は，研究データ等に体現さ

れる数多ある現実の事象から，如何なる洞察

を引き出すかにあり，現実の事象を拾い集め

てきただけでは学問の進展は得られないため，

学術論文で研究を評価するというのは，正当

である． 

いずれにしても，学術の評価指標を変えて

いく場合は，その学術を担う研究者自身がそ

のような価値観を持ち，必要性を感じ取って

変えていくべきで，外部から人為的に学術評

価の軸を変えようとしても，浸透は難しいと想

定される． 

C．社会との協働 

(8) 市民科学への対応 

市民科学とは，サイエンスカフェなどの市

民に対する科学啓蒙活動と捉えられる場合も

あるが，オープンサイエンスの文脈では，市民

の協力を得て研究者が研究を行うことなどを

指す．たとえば希少種の発見や星雲の形状

分類など，人手がかかり，当該研究を行う研

究者のみでは実施しきれない場合に，これら

テーマに関心のある市民の協力を得る．イン

ターネット上にサイトを設け，そこで発見事実

などを報告・共有する場合が多い．コミュニテ

ィ形成と詳細の指示のために，研究者と協力

者が実際に交流のできるサイドイベントを設け

る場合もある． 

市民科学を研究者の研究活動に取り入れ

られるかは，市民の興味関心の範囲や，人手

を要する研究であるかということにも依存し，

全ての研究領域や研究テーマで実施可能な

わけではない．しかし，研究者と市民と関心が

合致するテーマ，かつ，研究者が市民と協働

するための場の設定の労を厭わない場合に，

優れた活動が生まれる． 

(9) 社会の課題解決，社会との協働 

社会の課題解決や，アカデミアと社会との
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協働については，オープンサイエンスと言わ

ずとも，以前から広く期待がもたれている．他

方オープンサイエンスという文脈では，インタ

ーネットを通して情報の共有やコラボレーショ

ンが容易になったことにより，アカデミアと社会

との連携が進み，社会の課題解決がなされる

ことに対して，期待がもたれている． 

インターネットを通じて，連携や協働が容易

になったのは事実ではあるが，人は双方にニ

ーズがないと，出会い，連携し，協働作業を

することはない．インターネットにより道は開け

たかもしれないが，ニーズが増えたわけでは

ないから，それだけで社会の課題解決が大き

く進むとは限らない．しかしそれまでに満たさ

れなかったニーズについては，進展があると

期待される． 

(10) イノベーションの創出 

オープンサイエンスでは，アカデミアの研

究データが公開されることにより，産業上のイ

ノベーションが創出されることに，期待がもた

れている．中小企業など，自前では研究開発

力をもたない企業が，アカデミアが生成する

データをもとに，技術開発ができるようになると

想定されているからである． 

一方，大学等の研究者は，自分の研究テ

ーマに合致した研究データを生成・取得して

いるのであり，それらが産業上有用なデータ

であるとは限らない．むしろ，大学に対して，

社会にとって役に立たない研究ばかりをして

いることについて批判が寄せられていることか

らも想像されるように，産業上有用なデータは

稀であると考えられる．そうしたレアなデータを

中小企業が，膨大な研究データのなかから探

し出すであろうか．またアカデミアからみても，

データを一般人が利用可能なように分かりや

すく加工して公開するのは手間であり，利用さ

れる頻度が高くはないと判断すれば，データ

の提供は進まないと考えられる． 

 

3 アカデミアにおける受容可能性と

大学等における対応 

本節では，オープンサイエンスの各段階に

対して，アカデミアの受容可能性，そして大学

等における対応のあり方を検討する． 

アカデミアとはこの場合，研究現場におけ

る研究者のことを指す．アカデミアと，学術機

関として対応をしなければいけない，大学や

研究機関とは別である．大学等は，法的責任

もあり，また学術機関を発展させていくための

環境整備や制度設計をしていく必要もある．

一方で，大学等が対応をする際，大学等構成

員である現場の研究者の感情や価値観をな

いがしろにした施策は展開が難しい．このた

めここでは，アカデミアの受容可能性を踏まえ

た，大学等としての対応可能性を検討する．

なお詳細は表1にあり，本文では概括をする． 

A．研究成果や研究資料の公開・共有 

(1) 公的研究資金を得た研究成果の公

開義務化 

これは助成機関により義務化されるもので

あり，大学等学術機関としては，対応をせざる

を得ない．またアカデミアとしても，義務化に

対する反発はあるであろうが，研究資金を継

続的に確保していく上でも，従わざるを得な

い． 

なお，公開義務化の程度は，国や助成機

関により異なり，それに応じて大学等の対応も

異なる．同時に義務化されていても，その履

行率は大学等や研究者によってまちまちであ

る． 
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アカデミアの受容可能性 大学等における対応
A. 研究成果や研究資料の公開・共有
(1) 公的研究資金を得た研究成果
の公開義務化

学術論文：○、研究データ：△
・いずれも助成機関からの義務化であるた
め、渋々ではあるが対応をする。
・学術論文については、大学図書館で購読料
が賄えないという現実もあるので、状況が理
解されれば、より積極的になりうる。

◎
・助成機関からの義務化であるため、大学等
としては対応せざるを得ない。
（日本では未だ義務化とはなっていないた
め、実際には対応はなされていない）

(2) エビデンスデータの保存 ○
・学術雑誌の投稿条件となっていれば、無条
件でエビデンスデータは提供する。
・研究データ10年保存ルールのもとでは、表
向き実施。

◎
・度重なる研究不正により、研究データ10年
保存ルールのための学内規則を設け、対応。

(3) アカデミアによる研究成果の
オープンアクセス化

学術論文：△、研究データ：×
・学術論文については、大学図書館で購読料
が賄えないという現実もあるので、状況が理
解されれば、より積極的になりうるが、一般
には面倒なため、消極的。
・研究データについては、自身の研究資産と
いう考え方が強く、自ら公開していくことは
少ない。個別に相談されれば、提供すること
もありえる。

学術論文：△、研究データ：△
・強制力が働かない限りにおいて、対応をす
る必然性はない。他方、
・学術論文については機関リポジトリを整備
し、研究者が対応できるようにし、大学とし
てはこれを研究評価や研究広報に利用するこ
とができる。
・研究データについては、これが外部に散逸
しないためのストレージを用意することが始
まっている。

(4) 研究プロセスのオープン化と
共有

△
・強制力も働かないため、関心のある人、あ
るいは特定の研究領域においてのみ実施。

△
・義務ではないため、特別な対応はしない。
・一方、多発する研究不正への対応から、こ
うした諸々のオープン化を図っていくことは
考えられる。

B. 新たな学術の次元の追求
(5) データ集中科学への対応 △

・情報科学分野では対応がなされているが、
それ以外の分野では対応されていない。
・他方、情報科学以外の分野の方が必要性は
高い。

△→○
・情報科学以外の分野について、現状で行っ
ている大学等は少ない。
・一方、対応を図れば、研究力の強化につな
がるため、対応が望ましい。

(6) 学問の加速と、異分野との協
働

△
・研究データを共有・公開することには根強
い抵抗があるため、大きく進展することは難
しい。

△
・研究データを公開できる環境整備を図るこ
とで、学問の加速等を図ることは期待される
が、対応する必然性はない。

(7) 新たな学術評価方法の形成 ×
・学問領域の内発的な受容に依るものではな
いため、アカデミアには受容されがたい。

×
・未だ小規模な動きであることもあり、大学
として対応をしているところは皆無。

C. 社会との協働
(8) 市民科学への対応 △

・一部の限定された研究領域や、関心ある研
究者のみにより実施。

△
・大学等として特別に対応する必然性は少な
いが、大学の活動の特記事項とするのであれ
ば、可能性有り。

(9) 社会の課題解決、社会との協
働

△→○
・歴史的には関心が低かったが、近年、研究
の社会的インパクトが評価されるようにな
り、関心のある研究者が拡大。

△→○
・大学等として対応する必然性は少ないが、
社会との協働について需要は高まっているた
め、対応する意味はあり。

(10) イノベーションの創出 △→×
・研究者として進める必然性は少ないが、関
心ある研究者のみ対応。

△
・社会的需要は存在するが、成果を上げるこ
とは難しいと考えられる。

表1：オープンサイエンスの各段階別，アカデミアの受容可能性と大学等における対応
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(2) エビデンスデータの保存 

これは義務化まではされていないが，度重な

る研究不正に対応していく上で，大学等とし

ては対応せざるを得ない状況にある．研究不

正が起こってしまったあとの事実確認の調査

には，膨大な時間と労力がかかっており，こう

した学内措置をとることにより，その調査負担

の軽減できる．同時に，研究不正自体の発生

が低減することも期待されている．アカデミア

としては，面倒には感じるであろうが，研究不

正が納まらない現状において，従わざるを得

ない． 

なお現状では国内大学等において，学内

規則を制定し，各部局，各研究室単位でエビ

デンスデータを保存する規則を制定するに留

まっているが，研究不正に対して脇を固めると

いう意味においては，大学等としてデータ・リ

ポジトリを用意し，保存・管理を可能とする環

境整備をする必要がある． 

(3) アカデミアによる研究成果のオープン

アクセス化 

これはアカデミアによる内発的な研究成果

のオープンアクセス化であるため，大学等とし

て対応をする必然性はない．しかし一方でこ

れは，大学等の研究内容を広報する機会と捉

えることもでき，また，全ての研究成果が公開

されていれば，大学等としては研究評価に利

用することも可能であるため，個々の大学等

の判断で，対応するとよい． 

大学等として対応する場合は，学術論文の

オープンアクセス化の場合も，研究データの

場合も，これら研究資料を保存，公開できる機

関リポジトリを用意する必要がある．また，これ

らが外部から検索可能なように，これらに適切

なメタデータ等を付与する必要があり，これに

は大学図書館の協力を得る場合が多い． 

なお問題意識の高い研究者が多い場合は，

研究資料を保存・公開できる場を提供すれば，

オープンアクセス化は進むはずであるが，こ

れまでの世界における学術論文の機関リポジ

トリへの登録率をみると，そのようなことはなく，

これを進めるためには学内における啓蒙・啓

発活動も並行して行う必要である． 

(4) 研究プロセスのオープン化と共有 

これは外部からの強制力もなく，またアカデ

ミアにおいても関心のある研究者しか行って

いないため，大学等として対応する必然性は

低い．一方，研究不正の低減や研究広報の

一環として，こうした諸々の研究資料をオープ

ンにしていくことで，オープンな大学等として

の環境を醸成していくことはできる． 

B．新たな学術の次元の追求 

(5) データ集中科学への対応 

現在，データサイエンティストの養成やビッ

グデータ，人工知能などの研究開発など，情

報科学における対応は複数の大学等でなさ

れているが，情報科学以外の分野における大

規模データ解析のための環境整備やスキル

開発をできている大学等は少ない． 

一方で，こうした情報科学以外の分野にお

ける環境整備やスキル開発は，これからの大

学等や国としての科学技術力につながると考

えられており，対応が望ましい．研究者レベル

でもこのような支援を必要としている．一方で，

大学等で支援をする場合は，そのための財源

確保が課題である． 

 (6) 学問の加速と，異分野との協働 

研究データを公開できる環境整備を図るこ

とで，学問の加速や異分野の協力を図ること

は期待されるが，対応する必然性はない．多

くの大学等はこれまで，学問の進展について
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は各部局や研究者に任せ，大学等としては対

応をしてこなかった歴史的経緯がある．ただし

研究データを共有することにより学術が新た

な次元に移行しつつあることに対応を図る，と

いう考え方はある． 

(7) 新たな学術評価方法の形成 

新たな学術評価の軸はまだ固まっておらず，

世界的に見ても未だ試行段階にあるため，大

学等として対応をする必然性は低い．一方で，

これら評価で大学等として高評価を得た場合

は，これを広報し，アピールするといった対応

はありえる． 

C．社会との協働 

(8) 市民科学への対応 

学内の研究者全員に関わる内容でもない

ため，大学等として特別に対応する必然性は

少ないが，大学の活動の特記事項とするので

あれば，広報をするなどの可能性はありうる． 

(9) 社会の課題解決，社会との協働 

大学等として対応しなくてはいけない訳で

はないが，大学等が社会と協働することにつ

いての社会的ニーズは高まっているため，対

応する意味はある．大学等として対応をする

場合は，社会でニーズのある主体と研究者と

の交流の場を設け，マッチングが行われた後

も継続的に交流がなされるように，スペースの

提供やモニタリング等でフォローをすることな

どが想定される． 

(10) イノベーションの創出 

大学等で生成される研究データを公開す

ることによるイノベーション創出は，産業側に

おけるデータ利用可能性やアカデミアからの

データ提供状況によっても，難しいと想定され

る．しかし個別案件ごとに，大学等に協力を求

める企業やNPOなどを関係する可能性のある

研究者と引き合わせ，その後も連携を支援す

るということは，これまで行われてきた産学連

携と同じ枠組みで，実施可能である． 

 

4 まとめ 

オープンサイエンスを段階別に分解し，各

段階ごとに吟味すると，大学等として対応せざ

るを得ないのは結局のところ，研究助成機関

から要請された，公的研究資金を得た学術論

文や研究データのオープンアクセス化である．

その次に優先度が高いのは，研究不正への

対応の観点から行う，エビデンスデータの保

存である．その他については，大学における

研究活動を広報する観点から，あるいは学際

領域研究や社会連携など，大学として特記す

べき活動を醸成していく観点から，それぞれ

の大学等の判断として行うものである．本来は

データ集中科学への対応で，情報科学以外

の分野におけるデータ解析等のための環境

整備を行い，大学等としての競争力を獲得し

ていくことが望ましいが，そこまで出来る大学

等は少ないであろう． 

アカデミアとしてのオープンサイエンス受容

可能性という観点では，「オープンサイエンス」

という漠然とした表現では，消極的姿勢が前

面にでる．しかし一方で，オープンサイエンス

を段階ごとにブレークダウンすると，アカデミア

のそれぞれに対する態度が異なることが確認

できる．ただしいずれにしても，アカデミアの

反応は，義務化により対応せざるを得ないも

のも含め，消極的である． 

オープンサイエンスの考え方は，学術論文

や研究データをオープンにしていくということ

にしても，研究活動をオープンにし学際領域

や社会との連携を拡大していくということにし

ても，いずれも先進的である．かつ，対応して
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も手間がかかるだけで，研究者の研究の進展

や研究者キャリアには直接的には役立たない．

研究者は基本的には自身の研究テーマを有

しており，それは，それまで形成されてきた当

該研究領域の発展の歴史のなかに位置づけ

らる．研究の方向性はそのマップのなかで決

定づけられ，また研究の卓越性はその研究領

域に属する研究コミュニティにより評価される．

新しいことにチャレンジしても，そこにコミュニ

ティが形成されていなければ，かつ，そのコミ

ュニティが研究者キャリアを約束するポジショ

ンを保証するものでなければ，それは単に研

究者の独りチャレンジで，連携相手には評価

されるだろうが，研究者としてのキャリアには

何の役にも立たない．義務化以外のオープン

サイエンスのいずれかの段階が進むとすれば，

研究者が新しいフィールドにおける学術コミュ

ニティを形成していくほどの熱意と力がある場

合のみである． 

アカデミアのオープンサイエンスに対するこ

うした消極性を踏まえると，大学等としての対

応は，外部から義務化された事項への対応や

緊急度の高い研究不正への対応に留めるの

が，最も安易である．しかし説明責任等の観

点のみから施策を進めると，アカデミアからの

反発を招き，またオープンサイエンスの本来

の意義を見失う．オープンサイエンスの意義

は，デジタル時代に鑑み，データや情報共有，

協働作業可能性が飛躍的に拡大したことを受

け，新しい次元での学術の発展可能性を追

求することにある．それは社会との連携や学

際領域研究のみならず，伝統的な学問分野

の発展も含む．大学等にとっては，ここに対応

していかないと，新しい学術のあり方への対応

が遅れ，大学の研究力にマイナスとなる可能

性が考えられる．  

こうして考えると，アカデミアにおける問題

意識が十分に醸成されていないなか，大学等

がオープンサイエンスへの対応を図るために

は，その啓蒙・普及活動を学内で進めていく

ことが先決と考えられる．その際，「オープンサ

イエンス」といった漠然とした概念で始めるの

ではなく，オープンサイエンスの各段階ごとに

分解して，またアカデミアにとって必要性が認

識できる事項から始めて行く必要がある．たと

えば，学術雑誌購読料の高騰と研究者による

学術論文のオープンアクセス化の意義を関係

づけて説明したり，あらゆる分野で大規模デ

ータをハンドリングするようになっていることを

踏まえ，研究者の研究に役立つe-インフラを

整備するなど，研究者に寄り添った施策の展

開が必要とされる．他方，予算に制約がある

なか，学内の他の施策とどのように優先付け

を行い施策を展開していくかは，大学ごとの

考え方と見識に基づく． 
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